










が発表したインド：ビジョン 2020 年（2002 年）では，2030 年までに年間 8.5-9％の国内総
生産（GDP）成長率を達成し，１人当り所得を４倍にするとのシナリオが提示されている．ま
た 2004 年５月に成立した現国民会議派連立政権は，国家共通最小限プログラムの下で年













































1981-82―90-91 年の期間から 1992-93―2003-04 年の期間にかけて，工業部門の場合は 7.6％
から 6.5％に低下したのに対して，サービス部門の成長率は 6.7％から 8.0％に上昇した（表１
参照）．また GDP に占める部門別構成で見ても，サービス部門のシェアは 1990-91 年の 41％
































農業 3.1 -1.5 3.0 5.0 4.6 2.5
工業 7.6 -1.2 6.5 5.3 10.8 5.4
サービス 6.7 4.5 8.0 6.0 7.9 7.7
GDP 5.6 1.3 6.2 5.5 7.5 5.8
（出所）Reserve Bank of India, Report on Currency and Finance, 2001-02.


























































2003-04―06-07 年の期間中，GDP成長率は 1990 年代の６％台から年平均 8.6％に上昇した．






1990-91 2000-01 2001-02 2002-03 2003-04 2004-05 2005-06 2006-07
貯蓄/GDP 25.6 25.3 25.5 26.9 29.7 31.1 32.4 n.a.
資本形成/GDP 26.3 24.3 22.9 25.2 28.0 31.5 33.8 n.a.
財政赤字/GDP 9.4 9.5 9.9 9.6 8.5 7.5 6.7 5.6
輸出/GDP 5.8 9.9 9.4 10.6 11.0 12.2 13.1 13.9
輸入/GDP 8.8 12.6 11.8 12.7 13.3 17.1 19.5 21.1
貿易収支/GDP -3.0 -2.7 -2.4 -2.1 -2.3 -4.9 -6.4 -7.1
貿易外収入/GDP 2.4 7.0 7.7 8.2 8.9 10.0 11.5 13.0
貿易外支出/GDP 2.4 4.9 4.5 4.9 4.3 5.5 6.2 7.0
貿易外収支/GDP -0.1 2.1 3.1 3.4 4.6 4.5 5.3 6.0
経常収支/GDP -3.1 -0.6 0.7 1.2 2.3 -0.4 -1.1 -1.1
外貨準備（億ドル） 58.3 429.0 547.2 761.0 1129.6 1415.1 1516.2 1991.8














すでに 2005-06 年時点で，人口 11億 7000万の人口を抱えるインドのGDPは 7304億ドルに
達し，世界第 10 位（購買力平価では世界第４位）の大きさにある．また自動車を含む高度耐久
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３）インドの自動車産業では，四輪車の生産台数は 2003-04 年に 128万台に達し，初めて 100万台を突破し，
その後 2006-07 年には 206万台に達した．また鉄鋼業では，粗鋼生産は 2003-04 年の 2970万トンから
2006-07 年には 4939万トンに拡大した．
図４ インドの四輪車生産台数の推移
（出所）Society of Indian Automobile Manufacturers.
図５ インドの鉄鋼生産（粗鋼）















に拡大するようになったことである．貿易依存度（貿易総額 /GDP）は 1990-91 年には 14.6％
にすぎなかったのが，2002-03 年には 21.2％，さらに 2006-07 年には 35.0％へと拡大している．
国際競争力が強化されたことを反映した形で，輸出額が 2002-03 年の 527億ドルから 2006-07




ンドへの外資流入が顕著に拡大するようになった．実際，対内直接投資は 2002-03 年の 50億
ドルから 2005-06 年には 77億ドルに拡大するとともに，さらに 2006-07 年には一挙に 195億
ドルに拡大した．ポートフォリオ投資も 2003-04 年には 114億ドルを記録し，その後も高い水
準を維持している（図６参照）．
対内外国投資と並んで注目されるべきもう一つの動向は，昨今，インド企業の対外直接投資
がにわかに活発化しつつあることである．実際，インドの対外直接投資は 2004-05 年には 16



















































長の実現である．ちなみに第 11 次５カ年計画（2007-08―2011-12 年）では，年平均 8.5％の


































のアプローチ・ペーパーによれば，第 11 次計画期間中に 7-9％の経済成長を実現するためには，















５）Planning Commission, Towards Faster and More Inclusive Growth : An Approach to the 11 th Five Year
Plan.






























実際に動き出したのは 2005 年の経済特区法が制定され，2006 年２月にそれが施行されてから


























Ministry of Finance, Economic Survey (various
issues).
――, Mid-Year Review at the end of the second quar-
ter of the financial year 2006-07.
NCAER 〔National Council of Applied Economic Re-
search〕, The Great Indian Market, 2005.
NASSCOM 〔National Association of Software and
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Industry in India (various issues).
――. NASSCOM-MicKinsey Report 2006.
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――, Report on Currency and Finance, 2001-02.
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